
予算要求資料
平成３１年度当初予算 支出科目 款：民生費 項：児童福祉費 目：児童扶養手当法等運営費　　　
	事業名　児童扶養手当システム改修費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部 子ども・女性局 子ども家庭課 家庭支援係 電話番号：058-272-1111（内2639 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　      　8,397　千円（前年度予算額：   0    千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,397
	2,510
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,887

	決定額
	8,397
	2,510
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,887


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
児童扶養手当システムは、児童扶養手当受給者の管理、手当の支給を行うためのシステムであり、平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までの５年間については、本システムの運用業務を委託している。

　本要求は、児童扶養手当の支払期月の改正及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)(以下番号法という。) について 平成３１年のデータ標準レイアウトの改版が決定したためシステムの改修及び稼働試験を行うものである。
（2） 事業内容
1 支払期月の改正対応
児童扶養手当の支払期月が毎年4月、8月、12月の3期であったが、支払期月を毎年１月、３月、５月、７月、９月及び11 月の６期とするよう法改正が行われた。（児童扶養手当法第７条第３項関係）
2 支給制限の適用期間の改正対応
児童扶養手当の支給制限の適用期間等についてその年の8月から翌年の7月までとなっていたが、児童扶養手当の支給制限の適用期間等をその年の11 月から翌年の10 月までとするよう法改正があった。（児童扶養手当法第９条第１項、第９条の２から第11 条まで及び第12 条第１項関係）
3 データ標準レイアウトの改版対応
番号法第１９条第７号の規定に基づく情報照会及び同法第２２条第１項の規定に基づく情報提供について、平成３１年のデータ標準レイアウトの改版が決定した。
4 臨時給付金の支給対応
（3） 県負担・補助率の考え方

【1 および②】県10/10　【③】国2/3　県1/3　【④】国10/10
(４)　類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	8,397
	システム改修・稼働試験委託業務

	合計
	8,397
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
　　児童扶養手当の受給資格を認定の根拠としている事業に影響が出る可能性がある。

　

（２）国・他県の状況

岐阜県と同じシステムを使う他県（愛知県、静岡県等）でも同様のシステム改修が必要
（３）後年度の財政負担
　児童扶養手当法の改正等により、システム改修が必要となる。
（４）事業主体及びその妥当性
児童扶養手当はひとり親世帯の生活基盤を支える手当であり、多くの受給者がいる。正確な手当の支給のためにシステム改修は必要不可欠である。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・支払期月の改正及び支給制限の適用期間の改正については平成31年11月までにシステム改修及び稼働試験を行う。

・データ標準レイアウトの改版については平成31年6月までにシステム改修及び稼働試験を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	制度改正等に伴うシステム改修であるため、指標を設定することが困難


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	児童扶養手当はひとり親世帯の生活基盤を支える手当であり、多くの受給者がいる。正確な手当の支給のためにシステム改修は必要不可欠である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・支払期月の改正及び支給制限の適用期間の改正について、本改修は制度の根幹に関わるものであるため、他の事務に影響が及ぶことが推測され、今後、

制度改正等が行われた場合や機能追加等が必要と判断された場合には当該システムの改修が別途必要となる。　




（次年度の方向性）
	児童扶養手当は生活基盤が不安定なひとり親世帯のための重要な手当であるため、本改修業務により、正確な手当の審査を継続する。


